
福島県告示第５０５号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

県北都市計画区

域（用途地域の

指定のない区域 ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

に限る。）のう

ち福島市の区域

を除いた区域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５０６号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

県中都市計画区

域（用途地域の

指定のない区域 ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

に限る。）のう

ち郡山市の区域

を除いた区域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５０７号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

会津都市計画区

域（用途地域の

指定のない区域

に限る。以下「

本件区域」とい ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

う。）のうち会

津若松市大戸町

上三寄の別紙図

面に定める区域

本件区域のうち

右の項に掲げる ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

区域を除いた区

域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建築指導グループ及び福

島県会津若松建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５０８号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

県南都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５０９号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

原町都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５１０号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

喜多方都市計画

区域（用途地域 ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

の指定のない区

域に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５１１号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

相馬都市計画区

域（用途地域の

指定のない区域

に限る。以下「

本件区域」とい ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

う。）のうち相

馬市磯部の別紙

図面１に定める

区域

本件区域のうち

相馬郡新地町大

字谷地小屋の別 ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

紙図面２に定め

る区域

本件区域のうち

右の各項に掲げ ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

る区域を除いた

区域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面１」及び「別紙図面２」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建

築指導グループ及び福島県相双建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。

）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５１２号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

二本松都市計画

区域（用途地域

の指定のない区

域に限る。以下

「本件区域」と ２０／１０ ７／１０ ２．５ １．５

いう。）のうち

二本松市岳温泉

一丁目の別紙図

面に定める区域

本件区域のうち

右の項に掲げる ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

区域を除いた区

域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建築指導グループ及び福

島県県北建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５１３号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

霊山都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５１４号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

川俣都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５１５号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

本宮都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５１６号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

岩代都市計画区

域（用途地域の

指定のない区域

に限る。以下「

本件区域」とい ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

う。）のうち安

達郡岩代町小浜

及び同町西勝田

の別紙図面に定

める区域

本件区域のうち

右の項に掲げる ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

区域を除いた区

域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建築指導グループ及び福

島県県北建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５１７号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

田島都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５１８号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

伊南都市計画区

域（用途地域の

指定のない区域

に限る。以下「

本件区域」とい ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

う。）のうち南

会津郡伊南村大

字古町の別紙図

面に定める区域

本件区域のうち

右の項に掲げる ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

区域を除いた区

域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建築指導グループ及び福

島県南会津建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５１９号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

塩川都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５２０号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

西会津都市計画

区域（用途地域

の指定のない区

域に限る。以下

「本件区域」と ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

いう。）のうち

耶麻郡西会津町

野沢の別紙図面

に定める区域

本件区域のうち

右の項に掲げる ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

区域を除いた区

域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建築指導グループ及び福

島県喜多方建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５２１号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

猪苗代都市計画

区域（用途地域 ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

の指定のない区

域に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５２２号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

会津坂下都市計

画区域（用途地 ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

域の指定のない

区域に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５２３号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

会津高田都市計

画区域（用途地 ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

域の指定のない

区域に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５２４号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

棚倉都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５２５号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

塙都市計画区域

（用途地域の指

定のない区域に

限る。以下「本

件区域」という ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

。）のうち東白

川郡塙町大字塙

の別紙図面に定

める区域

本件区域のうち

右の項に掲げる ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

区域を除いた区

域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建築指導グループ及び福

島県県南建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５２６号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

石川都市計画区

域（用途地域の

指定のない区域

に限る。以下「

本件区域」とい

う。）のうち石 ４０／１０ ７／１０ ２．５ １．５

川郡石川町大字

母畑及び同町大

字湯郷渡の別紙

図面１に定める

区域

本件区域のうち

石川郡玉川村大

字小高の別紙図 ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

面２に定める区

域

本件区域のうち

石川郡平田村大

字上蓬田及び同 ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

村大字北方の別

紙図面３に定め

る区域

本件区域のうち

石川郡浅川町大

字浅川及び同町 ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

大字東大畑の別

紙図面４に定め



る区域

本件区域のうち

右の各項に掲げ ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

る区域を除いた

区域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面１」から「別紙図面４」までは省略し、その図面を福島県土木部建築領

域建築指導グループ及び福島県県中建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供す

る。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５２７号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

三春都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５２８号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

田村東部都市計

画区域（用途地

域の指定のない

区域に限る。以

下「本件区域」

という。）のう ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

ち田村郡小野町

大字小野新町及

び同町大字谷津

作の別紙図面１

に定める区域

本件区域のうち

田村郡滝根町大

字神俣の別紙図 ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

面２に定める区

域

本件区域のうち

右の各項に掲げ ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

る区域を除いた

区域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面１」及び「別紙図面２」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建

築指導グループ及び福島県県中建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。

）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５２９号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

常葉都市計画区

域（用途地域の

指定のない区域

に限る。以下「

本件区域」とい ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

う。）のうち田

村郡常葉町大字

常葉の別紙図面

に定める区域

本件区域のうち

右の項に掲げる ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

区域を除いた区

域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建築指導グループ及び福

島県県中建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５３０号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

船引都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５３１号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

広野楢葉都市計

画区域（用途地

域の指定のない

区域に限る。以

下「本件区域」

という。）のう ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

ち双葉郡広野町

大字下北迫及び

同町大字下浅見

川の別紙図面に

定める区域

本件区域のうち

右の項に掲げる ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

区域を除いた区

域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建築指導グループ及び福

島県相双建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５３２号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

富岡都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５３３号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

双葉都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５３４号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

浪江都市計画区

域（用途地域の

指定のない区域

に限る。以下「

本件区域」とい ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

う。）のうち双

葉郡浪江町大字

請戸の別紙図面

に定める区域

本件区域のうち

右の項に掲げる ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

区域を除いた区

域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建築指導グループ及び福

島県相双建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５３５号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

鹿島都市計画区

域（用途地域の

指定のない区域

に限る。以下「

本件区域」とい

う。）のうち相 ２０／１０ ７／１０ １．２５ １．５

馬郡鹿島町大字

浮田及び同町大

字山下の別紙図

面に定める区域

本件区域のうち

右の項に掲げる ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

区域を除いた区

域

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（「別紙図面」は省略し、その図面を福島県土木部建築領域建築指導グループ及び福

島県相双建設事務所建築住宅部において、一般の縦覧に供する。）

（建築領域建築指導グループ）



福島県告示第５３６号

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」という。）第５２条第１項第６

号、第５３条第１項第６号、第５６条第１項第２号ニ及び別表第３(に)欄５の項の規定

により、容積率の限度となる数値等について次のとおり定める。

平成１６年５月７日

福島県知事 佐 藤 栄佐久

１ 区域及び数値

法第５２条第 法第５３条第 法第５６条第 法別表第３に

区 域 １項第６号の １項第６号の １項第２号ニ 欄５の項の規

規定により定 規定により定 の規定により 定により定め

める数値 める数値 定める数値 る数値

小高都市計画区

域（用途地域の ２０／１０ ６／１０ １．２５ １．５

指定のない区域

に限る。）

２ 施行年月日

平成１６年５月１７日

（建築領域建築指導グループ）


